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研究要旨 
わが国では、現在、成長戦略実行計画案、成長戦略フォローアップ案、令和２年度革新

的事業活動に関する実行計画案(令和２年７月３日)、未来投資会議 2018 等々で、 国の将来

設計がなされているが、 残念なことに高齢者、障害者、生活困窮、貧困、福祉等について

は、 数えるほどしか触れられていない。これはエビデンスの創出が不足していることに理

由があるのではないかと危惧している。  
本研究は(A)福祉分野において、 ICF をアウトカム指標として用いた研究がどの程度発表

されているかの現状を明らかにすること、および(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用可能な多領域にまたがる評価手法の確立の推進

及び生活の質の向上の促進の観点から、より広く「福祉」領域における評価を、ICF を用

いて確立できないかの検討を行うことを目的とする。 
(A) 論文検索エンジン PUBMED より ICF を福祉研究におけるアウトカムとする研究は

1 件、 福祉研究において 2017 年ごろより ICF をアウトカムとする研究が現れている。 臨
床系論文を加えると件数がほぼ倍化していた。 福祉研究として (welfare OR “social 
security”)を加えて検索すると件数が大きく減少する。使いやすいような指標などの整備

が必要であり、 日本発の研究は全体の 1.5%程度なので、論文発表が重要である。 
(B)①生活困窮者支援、 ②障がい者支援、 ③母子支援、 のそれぞれについて、 3層D-Plus

モデルの評価マトリクスにそれぞれ指標をいれ、 ICF で整理することができた。  
今後は 3 つの領域(行政、 施設、個人)の比較検討し、違いと共通要素を明らかにする、 プ

ロセスの内容を詳細に検討し、アウトカムで出てきている D に対応する支援の可視化(ICF
で表現できるかを検討)することが重要と考える。   
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Ａ．研究目的 
わが国では、現在、成長戦略実行計画案、 

成長戦略フォローアップ案、令和２年度革

新的事業活動に関する実行計画案(令和２

年７月３日)、未来投資会議 2018 等々で、 
国の将来設計がなされているが、 残念なこ

とに高齢者、障害者、生活困窮、貧困、福

祉等については、 数えるほどしか触れられ

ていない。これはエビデンスの創出が不足

していることに理由があるのではないかと

危惧している。 また、「未来投資戦略(会議)」
等において、 例えば、 障害者等の就労促

進、 生活困窮者等の就農就労支援、 女性

の活躍のさらなる拡大(女性が出産後もキ

ャリアを継続することができるなど含む)
など、「障害者、母子、生活困窮者等」の社

会的自立が設定され、国の進める福祉・介

護施策において、行政的な立場から県や市

等の事業評価指標が考案されている。しか

しこれらに関し、個人の達成度等に関する

Gold Standard 的な評価指標の検討はあま

り進んでいない。 
本研究は(A)福祉分野において、 ICF を

アウトカム指標として用いた研究がどの程

度発表されているかの現状を明らかにする

こと、および(B) ICF を活用した評価及び

データ活用により、地域包括ケアシステム

において活用可能な多領域にまたがる評価

手法の確立の推進及び生活の質の向上の促

進の観点から、より広く「福祉」領域にお

ける評価を ICF を用いて確立できないかの

検討を行うことを目標とする。 
 
Ｂ．研究方法 
(A) 論文検索エンジン PUBMED において、 
検索語を次のようにおき、  
A ：  “International classification of 
functioning、 disability、 and health” 
B ：“WHO-DAS” OR “WHO DAS” OR 
“WHODAS”  
C ：レビュー論文でない(「not review」) 
D ：臨床研究でない(「not clinical」) 
E ：疾患研究ではない(「NOT (disease OR 
surgery OR injury)」) 
F：わが国に関する研究「Japan」 
G：福祉研究である「 (elderly OR disab* 
OR poverty)」 
のキーワードから 
A、 B、 C、 D、 E、F、G でそれぞれ検

索し、  
    [1] A～F の共通部分の検索、 
    [2] A～G の共通部分の検索、  

    [3] elderly、 disab*、 poverty ごとの

比較 
   [4] 臨床系を除かない場合(D を外した

場合)、 
    [5] 福祉研究として  (welfare OR 
“social security”)を A~F の検索結果に加え

た場合 
    [6] 日本の研究の状況 
について、 ICF をアウトカムとする研究が

どの程度あるかを明らかにする。 
また ICF をアウトカムとする研究：回帰モ

デルのように「説明変数」「目的変数」を意

識した研究の目的変数に ICF が用いられて

いるもの(そうでないもの、 ICF との対応

を調べる、 ICF の考え方を用いた研究、な

ど) がどの程度あるかを明らかにする。 
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の
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推進及び生活の質の向上の促進から、 より

広く「福祉」領域における評価を、ICF を

用いて確立できないかの検討を行う。 
(1)①生活困窮、 ②障害難病、 ③母子児童、

の各領域で用いられる指標、 および(2)行政

施策の指標を文献・公開情報より検索し、 
ICF の観点から整理し、(3)評価の枠組みを

考案する。 
 
Ｃ．研究結果 
(A) 福祉分野において、 ICF をアウトカム

指標として用いた研究がどの程度発表され

ているかの現状を明らかにした（表 1）。 
表１ 文献検索の結果の概要
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(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の

推進及び生活の質の向上の促進の観点から、

より広く「福祉」領域における評価を ICF
を用いて確立できないかの検討を行った。

評価マトリクスとして、  下記の「3 層

D-Plus モデル」を提案した。本研究におい

ては、評価の枠組みとして、 行政、 施設、

および個人の３層構造を持ち、ドナベディ

アンモデルに「アウトプット」を加えた３

層 D-プラスモデルを考えることとした（図

１）。

図１ 評価マトリクスの設定 
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①生活困窮者支援について(表 2) 
 生活困窮支援では、 ストラクチャには行

政レベルで保健福祉部や保健センターなど

の組織・職員数、 施設レベルで福祉協議会

や生活支援センターなどの組織・職員数、 
個人レベルでは家族、 支援者の職種や人数

が対応する。 プロセスは行政レベルであれ

ば行政施策等、 施設レベルであれば施策や

支援計画、 個人レベルであれば個人目標な

どが対応する。 アウトプットは行政レベル、 
施設レベルで、 事業や支援教室への参加割

合、 新規相談受付数、アウトカムとして生

活自立、 社会的自立、 就労自立などにな

る。 関連する ICF３桁コードは、 プロセ

ス・アウトプットには環境因子 E 項目の

525 から 590 が、 アウトカムには活動と参

加D項目の 840から 879が対応する形で整

理することができることがわかる。 
 
②障がい者支援について(表 3) 

障がい者支援では、 ストラクチャには行

政レベルで保健福祉部や保健センターなど

の組織・職員数、 施設レベルで福祉協議会

や生活支援センターなどの組織・職員数、 
個人レベルでは家族、 支援者の職種や人数

が対応する。 プロセスは行政レベルであれ

ば理解促進啓発事業、 施設レベルであれば

日常生活支援や社会参加支援、 個人レベル

であれば個人リハビリテーションなどが対

応する。 アウトプットは行政レベル、 施
設レベルで、 事業や支援教室への参加割合、 
新規相談受付数、アウトカムとして生活自

立、 社会的自立、 就労自立などになる。 関
連する ICF３桁コードは、 プロセス・アウ

トプットには環境因子 E 項目の 525 から

590 が、 アウトカムには、 心身機能の B
項目の 135 から 510、 活動と参加 D 項目

の 840 から 879 が対応する形で整理するこ

とができることがわかる。 
 
③母子支援について(表 4) 

母子支援では、ストラクチャには行政レ

ベルで保健福祉部や保健センターなどの組

織・職員数、 施設レベルで保育所や母子生

活支援施設などの組織・職員数、 個人レベ

ルでは家族、友人、支援者の職種や人数が

対応する。 プロセスは行政レベルであれば

時間外保育事業、 施設レベルであれば個別

支援計画、 個人レベルであれば各個人の目

標に沿った行動が対応する。 アウトプット

は行政レベル、 施設レベルで、 事業や支

援教室への参加割合、 未受診率、 1 年に

一度以上の研修を受けた保育士の割合 、ア

ウトカムとして生活自立、 社会的自立、 就
労自立などになる。 関連する ICF３桁コー

ドは、 プロセス・アウトプットには環境因

子 E 項目の 525 から 590 が、 アウトカム

には心身機能の B 項目の 122 から 510、 活
動と参加D項目の 530から 879が対応する

形で整理することができることがわかる。

評価マトリクスの各セルを埋めていくと、 
プロセス、 アウトプットには ICF の「環

境因子 E」が、 アウトカムに「心身機能 B」

「活動と参加 D」が主に対応する形で整理

できることがわかる。 

 

表 2 生活困窮者支援分野の分類結果 
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表 3 障がい者支援分野の分類結果 

表 4 母子支援分野の分類結果 

 
 
 

ストラクチャ
Structure

（設備, 人, 組織）

アウトプット
Output

（事業結果）

アウトカム
Outcome

(個人の行動変容)

マクロ
(政府, 行政)

保健福祉部

地域包括ケア課
社会援護課
長寿あんしん課

健康保険医療課
ファミリー・サポート・センター
保健センター

個別支援計画の作成・実施

ミクロ
(個人)

家族, 友人, 支援者,
地区担当者(民生委員 保健師)

個人目標の作成・実施

貧困, 失業, 不平等, 社会はく奪指標,

ｅ525 住宅供給サービス・制度・政策
ｅ530 公共事業サービス・制度・政策
ｅ540 交通サービス・制度・政策
ｅ545 市民保護サービス・制度・政策

ｅ570 社会保障サービス・制度・政策
ｅ575 一般的な社会的支援サービス・制
度・政策
ｅ580 保健サービス・制度・政策
ｅ585 教育と訓練のサービス・制度・政策
ｅ590 労働と雇用のサービス・制度・政策

自立相談支援事業（必須事業）
住居確保給付金（必須事業）
就労準備支援事業（任意事業）
家計改善支援事業（任意事業）
子どもの学習・生活支援事業（任意事
業）
ひとり親・生活困窮家庭等への支援事
業
生活困窮世帯の早期発見・早期支援
ひきこもり対策
「第三の居場所」づくり事業
重層的支援体制の整備

生活自立, 社会的自立, 就労自立等

d840-d859 仕事と雇用

d845 仕事の獲得・維持・終了

d850 報酬を伴う仕事

d855 無報酬の仕事

d859 その他の特定の，および詳細不明の，

仕事と雇用
d860 基本的な経済的取引き

d860-d879 経済生活

d865 複雑な経済的取引き

d870 経済的自給

d879 その他の特定の，および詳細不明の，

経済生活

メゾ
(施設)

W市福祉協議会(人)
総合児童センター
児童館

高齢者福祉センター

学童クラブ (市内12箇所)
ボランティアセンター

権利擁護センター
W市就労継続支援Ｂ型施設

生活介護施設

生活支援センター
くらし・仕事相談センター

就労事業への参加割合,
自立相談支援事業の新規相談受付件数
就労支援対象者数
学習支援教室への出席率
住居確保給付金の支給件数

ｅ525 住宅供給サービス・制度・政策
ｅ530 公共事業サービス・制度・政策
ｅ540 交通サービス・制度・政策
ｅ545 市民保護サービス・制度・政策

ｅ570 社会保障サービス・制度・政策
ｅ575 一般的な社会的支援サービス・制
度・政策
ｅ580 保健サービス・制度・政策
ｅ585 教育と訓練のサービス・制度・政策
ｅ590 労働と雇用のサービス・制度・政策

プロセス
Process

（どのように行う）
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Ⅾ．考察 
(A) 本研究では、福祉分野において、ICF
をアウトカム指標として用いた研究がどの

程度発表されているかの現状を明らかにし

た。 
(1) ICF を福祉研究におけるアウトカムと

する研究は正味 1 件（高齢者の研究）：（2
件は、 それぞれ外国の研究、 臨床系の研

究）であった。わが国の福祉研究において

ICF を用いた貧困に関する研究はほとんど

なかった poverty（0 件)。研究実施に関し

使いやすいような指標などの整備が必要と

考える。 
(2) 福祉研究において、 2017 年ごろより

ICF をアウトカムとする研究が現れている。 

WHODAS2。0、 ICF staging、 など指標

化されたが整備されたことによると考えら

れる。 
(3) 2014 年以前は下記のような研究が多か

った。 健康を ICF で特定する(※3)、 2 件、  
ICF の概念を利用する研究(※4) 2 件、 健
康問題に ICF が利用できることを示した研

究(※5) 2 件、ICF の利用に関する段階が変

わったと考えられる。  
(4) 臨床系論文を加えると、 件数がほぼ倍

化していた（24 件)。 臨床において ICF の

利用が増えてきているのではないか? 
(5)より広く福祉研究として (welfare OR 
“social security”)を加えて検索すると件数

が大きく減少する（４件)。使いやすいよう

な指標などの整備が必要と考える。 
(6)日本発の研究は全体の 1.5%程度なので、 
論文発表が重要である。 
 
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の

推進及び生活の質の向上の促進の観点から、 
より広く「福祉」領域における評価を、ICF
を用いて確立できないかの検討を行った。 
①生活困窮者支援、 ②障がい者支援、 ③
母子支援のそれぞれについて、 3 層 D-Plus
モデルの評価マトリクスにそれぞれ指標を

いれ、 ICF で整理することができた。 
今後の課題として、 3 つの領域(行政、 施

設、個人)の比較検討し、違いと共通要素を

明らかにする、 プロセスの内容を詳細に検

討し、アウトカムで出てきている D に対応

する支援の可視化(ICF で表現できるかを

検討)することが重要と考える。 
 
E．結論 

(A) 本研究では福祉分野において、 ICF
をアウトカム指標として用いた研究がどの

程度発表されているかの現状を明らかにし

た。ICF を福祉研究におけるアウトカムと

する研究は正味 1 件、 福祉研究において、 
2017 年ごろより ICF をアウトカムとする

研究が現れている。  臨床系論文を加える

と、 件数がほぼ倍化していた（24 件)。 臨
床において ICF の利用が増えてきているの

ではないか?福祉研究として (welfare OR 
“social security”)を加えて検索すると件数

が大きく減少する。使いやすいような指標

などの整備が必要であり、 日本発の研究は

全体の 1.5%程度なので、 論文発表が重要

である。  
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用

により、地域包括ケアシステムにおいて活

用可能な多領域にまたがる評価手法の確立

の推進及び生活の質の向上の促進の観点か

34



ら、より広く「福祉」領域における評価を、

ICF を用いて確立できないかの検討を行っ

た。 
この結果、①生活困窮者支援、 ②障がい

者支援、 ③母子支援のそれぞれについて、 
3層D-Plusモデルの評価マトリクスにそれ

ぞれ指標をいれ、 ICF で整理することがで

きた。 
今後は 3 つの領域(行政、施設、個人)の

比較検討し、 違いと共通要素を明らかにす

る、 プロセスの内容を詳細に検討し、アウ

トカムで出てきている D に対応する支援の

可視化(ICF で表現できるかを検討)するこ

とが重要と考える。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
書籍  なし 
雑誌  なし  
学会発表等 

高橋秀人、大夛賀政昭、 重田史絵。福祉領

域における ICF を用いた評価の確立に関

する研究。第 9回 ICFシンポジウム。 2021。

2。20 

高橋秀人、重田史絵、大夛賀政昭、田宮菜

奈子。国際生活機能分類(ICF)に基づく社
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